
②　（千円） 621 701 239

トータルコスト①＋②　（千円） 956 1,050 271

単位当たりコスト　（円） 239,000 262,500 －

目標達成率　（％） 81 84 0

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
他市と比較しても大会規模が小さく、参加者数が少なくなっていることから、これ 新型コロナウイルスが収束するまでは、感染防止対策を
以上の制度改正の余地はない。 施しながらの実施となるため、会場の人数制限や第二部

のアトラクションの内容等を検討する必要がある。

効率性 ３ 達成度 １

説明
令和２年９月１９日に生涯学習センターで開催予定であったが、新型コロナウイル
ス感染拡大のため大会は中止となったため目標を達成することができなかった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 080201 敬老大会事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 08 高齢者福祉の推進

基本事業名 02 交流の場と安全の確保

所管課係名 福祉総務課　高齢者福祉係 所管課長名 佐藤　貴泰

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (国)老人福祉法　(都)東京都高齢社会対策区市町村包括補助事業要綱　(市)東久留米市いきいき長寿大会実施要

領　(市)いきいき長寿大会実行委員会設置要領

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (市民参加方式 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

満75歳以上の市民とその介助者
対象

事業内容 市と社会福祉協議会の共催により、年1回老人週間中の事業として生涯学習センターで敬老大会を開催する。

・

活動手段

目的 長年にわたって社会に尽くしてこられた高齢者の方々を敬愛し、その長寿を祝うとともに、いつまでも健康で幸

・ 福な生活を続けられるよう啓発することを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実行委員会開催件数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

4 4 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 大会参加人数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 250

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 500 500 500

実績値 405 418 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 335 349 32

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 40 47 9

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 295 302 23
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）



実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 3,972 3,981 3,569
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,285 1,496 1,668

トータルコスト①＋②　（千円） 10,793 11,200 10,769

単位当たりコスト　（円） 385,464 400,000 398,852

目標達成率　（％） 91 97 93

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
シニアクラブ連合会を中心として老人クラブ27団体が自主的かつ機能的に活動して 新規の会員獲得に向けて団体の努力を促すとともに、広
いるため、クラブへの指導は最小限に抑えられており、業務フローとしての改善の 報等で老人クラブの加入を促進しているが、定年後も働
余地はない。 く人が増えているため、若い世代の加入が進んでいない

。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
新型コロナウイルス感染症に伴う各クラブへの周知やクラブ活動が一部中止になっ
たことによる補助金の返還事務が発生したため、人件費が増加した。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 080202 老人クラブ支援事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 08 高齢者福祉の推進

基本事業名 02 交流の場と安全の確保

所管課係名 福祉総務課　高齢者福祉係 所管課長名 佐藤　貴泰

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (国)老人福祉法　(都)老人クラブ助成事業補助金　(都)高齢社会対策区市町村包括補助事業要綱　(市)老人クラ

ブ補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ ■ 該当 ■ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

老人クラブ及びシニアクラブ連合会
対象

事業内容 ①社会奉仕活動、健康を進める活動、生きがいを高める活動、その他の社会活動

・ ②老人クラブに対する指導事業及び高齢者の幅広い社会活動促進のための諸事業

活動手段

目的 高齢者の知識及び経験を生かし、生きがいと健康づくりのための多様な社会活動を通じ、高齢者の生活を豊かな

・ ものとするとともに、いきいきとした高齢者社会の実現に資することを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助金交付団体数 単位 団体

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

28 28 27

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 会員数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 1,700

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 1,900 1,800 1,800

実績値 1,734 1,745 1,672

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 9,508 9,704 9,101

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 5,536 5,723 5,532

（



800 526

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 533 533 355

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 267 267 171
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,051 935 953

トータルコスト①＋②　（千円） 1,851 1,735 1,479

単位当たりコスト　（円） 308,500 433,750 493,000

目標達成率　（％） 75 93 48

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都の人生１００年時代セカンドライフ応援事業実施要綱及び補助金交付要綱に 東京都の高齢社会対策区市町村包括補助事業の「元気高
基づき実施している事業となるため、制度改正の余地はない。 齢者地域活動促進事業」から、平成３０年度以降は「人

生１００年時代セカンドライフ応援事業」に移行され、
補助率は1/2から2/3となったため、今後も活用を継続し
ていく。

効率性 ２ 達成度 １

説明
新型コロナウイルスの影響により当初予定されていたイベントの一部が中止となっ
たため、目

　

標を達成することがで

令

きなかった。

和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 080203 生きがい健康の会事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 08 高齢者福祉の推進

基本事業名 02 交流の場と安全の確保

所管課係名 福祉総務課　高齢者福祉係 所管課長名 佐藤　貴泰

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (都)人生１００年時代セカンドライフ応援事業実施要綱　(都人生１００年時代セカンドライフ応援事業補助金

交付要綱　(市)東久留米市高齢者とともにすすめる生きがい健康づくり市民会議補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 (改正実施年度 平成24年度) 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 □ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市高齢者とともにすすめる生きがい健康づくり市民会議
対象

事業内容 当該団体が実施する①市民フォーラム及び広報活動②ボランティア活動及び文化伝承活動③スポーツ及びレクリ

・ エーション活動④生産・創造活動⑤スポーツサークル等の育成⑥高齢者教養講座⑦高齢者指導者の活用事業、等

活動手段 の活動に補助を行う。

目的 人生１００年時代において、高齢者の活躍の場を広げ、生きがいをもってもらう。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 事業実施数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

6 4 3

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業参加人数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 1,000

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 1,500 1,200 1,200

実績値 1,125 1,112 581

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 800



777

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 1,762 1,207 1,108

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 61,957 70,644 61,370

人件費（理論値）②　（千円） 475 701 1,430

トータルコスト①＋②　（千円） 64,194 72,552 64,685

単位当たりコスト　（円） 27,387 34,582 33,708

目標達成率　（％） 111 84 32

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
プロポーザル方式による選定された事業者が地区センターの管理を行っており、業 新型コロナウイルスの影響により、利用者が大きく減少
務フローとしての改善の余地はない。引き続き、指定管理者制度での運用を行って したため、コロナが収束するまでの間の利用者増の取り
いく。 組みを検討する必要がある。

効率性 ３ 達成度 １

説明
新型コロナウイルスの影響により、施設の休館や利用制限があったため、利用者が
大きく減少し目標を達成できなかった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 080204 地区センター管理運営事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 08 高齢者福祉の推進

基本事業名 02 交流の場と安全の確保

所管課係名 福祉総務課　高齢者福祉係 所管課長名 佐藤　貴泰

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (国)老人福祉法　(国)老人憩いの家の設置について　(市)東久留米市地区センター条例及び同施行規則

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 ■ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成24年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

①市民　②老人福祉センター部分は満60歳以上の市内在住の利用者証交付者。
対象

事業内容 平成28年度から令和2年度まで地域センター内３地区センターは株式会社セイウンが指定管理者として、単独地

・ 区センターは社会福祉協議会が指定管理者として管理運営をしている。

活動手段

目的 指定管理者制度を導入することで、民間活力を導入し、地域交流の場として、①会議室の貸出し②高齢者の社交

・ 場③地域の情報提供を図る。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 年間開館総日数 単位 日

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

2,344 2,098 1,919

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 利用者延べ人数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 60,000

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 150,000 160,000 120,000

実績値 166,175 133,746 38,358

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 63,719 71,851 63,255

国 0 0


